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1．はじめに 
 近年、日本国内では兵庫県南部地震(1995 年 1 月 17 日)，
新潟県中越地震(2004年 10月 23日)などの巨大地震により、
大規模な被害が発生した。このような状況を踏まえ、内

閣府中央防災会議では今後 30 年間の首都圏直下地震の発
生確率を 70%，海溝型巨大地震は東海地震が 86%，東南
海地震が 60%といずれも高い発生確率を算出し、巨大地
震発生が切迫していることを指摘している。 

 巨大地震が切迫するなか超高層建築である工学院大学

新宿校舎(以降 本学)の建築設備における地震防災対策や
震災時の機能維持，対応計画は十分とはいえない。 

 本研究の一部として、本学における建築設備の地震リ

スク及び耐震性能を評価し地震防災対策の検討，立案す

ることが目的である。本報は、超高層建築における建築

設備の被害予測より被害の傾向を明確にする。 

2．既往の研究 
表 1 には既往の研究結果を示す。文献註 1)を調査した結

果本研究に関連すると考えられる文献を 8件確認した。 
 文献 1)阪神大震災による建築設備の被害状況の分析よ
り、耐震性能を確保するための対策事項を提案している。 

 文献 2)信頼性理論を用い、設備システムの機能性を予
測し、耐震対策を検討，提案している。 

 文献 3)建物の耐震診断を行うにあたり、据付の強化ク
ラス、設備機能確保の強化グレード等を総合的に診断す

るための、各種設備診断における考え方について述べて

いる。 

 文献 4)建物，機器の耐力損傷価値等の計算前提条件よ
り SRM 手法を用いて、既存建物の地震リスクを定量的に
評価している。また、現状と複数の耐震対策を施したケ

ースでの条件付地震リスク及び年間のリスクを評価し、

対策案の効果を比較している。 

文献 5)SRM 手法を用いて総合病院を対象に地震による

治療機能の損傷確率を評価し、複数の耐震対策の効果を

比較している。 

 文献 6)SRM 手法を用いて既存建物をモデルに現状と複

数の対策実施後の地震リスクを定量的に評価し、SRM 評

価手法の効用，実用上の課題を整理している。 

 文献 7)標準的な事務所ビルを対象に地震による物損と
営業停止に伴う営業損失を評価し、複数の耐震対策の効

果を比較している。 

 文献 8)地震後でも機能を確保し稼動し続けることが要
求される重要施設のうち新聞印刷工場をモデルに、SRM
手法を用いて地震リスクの定量評価を行い、震災対策の

効果を推定している。 

 文献を調査した結果、地震リスク評価に関する研究は、

兵庫県南部地震以降 SRM 手法を用いた地震リスクの低減

効果，年間リスク評価に関する研究が進められていた。

しかし、超高層建築と教育施設に関する建築設備の耐震

診断・対策，地震リスク評価に関する研究は確認できな

かった。 

3．大地震による建築設備の被害調査 
本報は、巨大地震発生により数日間建物内で生活する

ことを想定し、その際必要とされる建築設備の被害を調

査した。 

まず生命を維持するため飲料水，トイレ洗浄水の確保

は必須である。また超高層建築では、窓を開閉できず空

気環境の悪化が考えられるため、空調設備も対象とした。

電気設備は、ポンプや空調機器の動力源となるため、同

様に対象とした。以降本報では、兵庫県南部地震と新潟

県中越地震による給排水衛生設備，空調設備，電気設備

に関する被害を文献にて調査した。 
 表 2 には、大地震による建築設備の被害状況を示す。
給排水衛生設備の被害は、スロッシングによる高置水槽，

受水槽の天板・側板及び配管取付け部の破損，地盤不同

沈下による各種(給水，排水，消火)配管引込み部の折損で
あった。またこれらの被害は漏水を併発している。

超高層建築 建築設備 地震被害調査 

地震被害予測   

調査項目※ 
文献 対象物件 

a b 
評価・診断項目 

1) 防災拠点活動施設，病院等 ○  耐震対策 

2) 防災拠点活動施設等  ○ 信頼性 

3) 官庁施設 ○ ○ 部位診断，機能診断

4) インテリジェントビル  ○ 
地震リスクの低減効果

年間リスク評価 

5) 総合病院  ○ 地震リスクの低減効果

OA 化対応ビル 
地震リスクの低減効果

年間リスク評価 6)

総合病院 

 ○ 

地震リスクの低減効果

7) 事務所ビル  ○ 
地震リスクの低減効果

年間リスク評価 

8) 新聞印刷工場  ○ 地震リスクの低減効果

本研究 教育施設 ○ ○ 
耐震診断・対策 

地震リスク評価 

※a)耐震診断・対策 b)地震リスク評価

表 1 既往の研究 
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 電気設備の被害は、機器類のずれ・落下や制御盤，配

電盤の転倒が多く、停電や漏電を併発した。また、機器

類の機能喪失だけでなく、警報の誤発報等システムの故

障や複合的要因による小火も発生した。 

空調設備の被害は、機器取付け部の破損による移動・

転倒に伴い冷温水管が破損し、漏水につながった場合や

加速度に追従できずダクトチャンバが変形，破損し、脱

落する被害が多数発生した。 

4．超高層建築における建築設備の被害予測 
文献によると阪神淡路大震災の激震地参文 14)では 24F で

800[gal]程度の応答を観測している。大阪市内参文 15,16,17)で

も 30F 前後で 200～300[gal]程度の応答が観測されており、
上層階で大きな応答を示すことが考えられる。 
超高層建築の構造特性から建築設備の被害は、表 2 に

挙げた高置水槽や空調機器，分電盤等構造体にアンカボ 

ルトを用い固定する機器類において支持・固定部分が破

損し、移動，転倒することが考えられる。また、層間変

形に追従できず立て配管にて接合部が損傷・破断する危

険性がある。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5．建築設備の被害に対する対策 
 建築設備の被害予測結果を基に、超高層建築にて給排

水衛生設備の被害を予測し，対策を検討した結果を表 3
に示すように天板，側板の補強に加え、配管取付け部に

緊急遮断弁を設置することで、最低限水槽内の水は確保

することができ、蛇口より給水することができる。従っ

て、今後地震時の利用方法を明確にし、地震防災対策を

検討することでより効果的な利用が可能になると考えら

れる。 
6．まとめ 
本報では、既往の研究より超高層建築と教育施設に関

する建築設備の耐震診断・対策，地震リスク評価に関す

る研究が無いことを確認し、目的の一つである建築設備

の地震リスク評価及び耐震性能の評価を行うことが有効

であることを確認した。また、直下地震による被害状況

と構造特性より、上層階にて大きい応答を示し、加速度

により機器類が被害を被る可能性があるといえる。 
次報では、本学における首都直下地震による時刻歴応

答解析結果を基に、建築設備の被害を予測し、地震防災

対策の必要性を明確にする。 

 

地震 兵庫県南部地震参文 9，10，11) 新潟県中越地震参文 12，13) 

年代 1995 年 1月 17 日(5 時 46 分) 2004 年 10 月 23 日(17 時 56 分)

規模 M7.3(震度 7) M6.3(震度 7) 

給
排
水
衛
生
設
備 

・高置水槽，受水槽の天板，側板の

破損 

・地盤不同沈下による配管(給水，

排水，消火)引込み部折損と漏水 

・ポンプのフレキシブル継手からの

漏水 

・停電による湧水，汚水ポンプの停

止と地下設備機器の水没 

・エキスパンション部での配管破断

と漏水 

・受水槽の天板及び間仕切り接合部

の亀裂 

・パネル形水槽の側板の抜け 

・受水槽，高置水槽における配管接

合部での破断(貯湯槽においても

同様の被害が発生) 

・取付け U ボルト折損，置基礎未固

定による給水管基礎の変位 

電
気
設
備 

・発電機本体の防振ゴムの劣化，ス

トッパ不足による移動と接続配管

の破断 

・電圧制御基盤損傷による制御不能

とそれに伴う非常用発電機の異常

停止 

・エレベータ制御盤の転倒 

・屋外キュービクルの傾斜 

・配電盤の転倒 

・照明及びルーバの落下 

・自家発電機の機能障害 

空
調
設
備 

・空調機の転倒 

・空調屋外機の転倒と脚部の損傷 

・冷温水管の枝分岐部における破損

とそれに伴う漏水 

・接続ダクトの揺れによるファンキ

ャンパス継手の破断 

・FCU 傾倒による漏水 

・空調機の転倒 

・機器本体の配管取付け部の破断と

漏水，冷媒ガスの漏れ 

・天井カセット形室内機の脱落 

・ダクトの脱落・破損 

・吹出(吸込)口のずれ，落下 

表 2 大地震による建築設備の被害状況 
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 被害 対策 

給
排
水
衛
生
設
備

・高置・中間水槽における天板，側

板の破損 

・配管取付け部での破断 

・取付け Uボルトの折損 

・置基礎の移動による給水管の変位

・立て管接合部の損傷・破断 

・高置・中間水槽の天板，側板補強

・緊急遮断弁の設置 

・水槽本体への蛇口の設置 

表 3 給排水衛生設備における被害と対策 
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